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１．事業概要

■目的
淀川警察署は、昭和４４年に建設された本館庁舎（平成２１年度
に耐震改修済）と昭和３７年に建設された別館庁舎（コンクリートの
強度不足で耐震改修不可）で構成されている。

本館庁舎には、淀川警察署員が勤務する執務室の他、第二方面
機動警ら隊（パトカー等の機動力を用いた警ら活動を行う所属）の隊
本部執務室を配置していることに加え、昭和４４年の建設時に比べ、
淀川警察署員が８６人、第二方面機動警ら隊員が１９人増員されて
いることから、庁舎の狭隘化が問題となっている。

更に、別館庁舎にあっては、構造材の問題から耐震改修が出来

ないため、大阪府の方針により、平成２７年度迄に使用を停止する
必要がある。

そこで、淀川警察署の敷地内に第二方面機動警ら隊新庁舎を
整備（本館庁舎から移転）し、合わせて新庁舎内に淀川警察署員が
使用する執務室を確保することにより、両所属の狭隘化を解消する
ものである。
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■事業箇所図

淀川警察署

１．事業概要
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■事業概要図（平面図）

撤去予定別館庁舎
構造 RC造２階建
延床面積 398㎡

新庁舎整備予定地
構造 RC造６階建
延床面積約２，５００㎡

本館

油倉庫

倉庫Ｃ 車庫Ｂ
別館

署長公舎

倉庫Ａ

自転車置場

倉庫Ｂ 車庫Ａ

１．事業概要

4



■整備概要

淀川警察署
（本館庁舎）

淀川警察署
（別館庁舎）

・本館庁舎に所在する第二方面機動警ら隊
及び淀川署員の一部が新庁舎へ

第二方面機動警ら隊
（新庁舎）

・淀川署員が第二方面機動警ら隊
跡を利用。

新設

撤去

昭和４４年の建設時からの増員

により、庁舎の狭隘化が問題と

なっている。

コンクリートの強度不足

により、耐震改修が不可。
平成２８年度に撤去。

１．事業概要
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■本庁舎の現況

• 狭隘のため、廊下に府民応接の机

を設置。

• 狭隘のため、他係との会議、関係者

からの事情聴取を行うスペースがない。

• 狭隘のため、廊下に更衣ロッカーを

設置。

１．事業概要
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■耐震診断結果

実施時期 平成１１年２月

結 果 《抜粋》コンクリートの強度確認のための、コンクリートコア採取時において、

構造躯体が脆いために採取器具の固定も困難であったことから補強工事に

際しての接合筋の打ち込みが不可能であると考えられる。

よって、本建物は補強不可能と判断されるので早期改築が必要である。

１．事業概要
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淀川警察署別館庁舎



【新庁舎】
構 造：鉄筋コンクリート造 地上６階
延床面積：約２，５００㎡
室 名：
第二方面機動警ら隊（執務室、更衣室、倉庫、取調室、便所、浴室、会議室、機械室、食堂、

道場、車庫等）
淀川警察署（執務室、更衣室、倉庫）

【①第二方面機動警ら隊 約１，９００㎡ ＋ ②淀川署 約６００㎡】

① 警察署建替え基準により、定員（７５名）から、第二方面機動警ら隊
の必要面積を算出 約１，９００㎡

② 警察署建替え基準により、増員分（８６名）から、淀川警察署の必要面積
を算出 約１，１００㎡ － a

第二方面機動警ら隊から淀川警察署へ移管する面積
約８００㎡ － b

撤去する淀川警察署別館の面積 （食堂面積除く） 約３００㎡ － c

a－b＋c＝ 約６００㎡

１．事業概要
■事業内容

8



【本館庁舎】

築 年：昭和４４年（築後４５年経過）

構 造：鉄筋コンクリート造 地上５階

延床面積：３，６１４㎡（内第二方面機動警ら隊 約８００㎡）

【別館庁舎】

築 年：昭和３７年築（築後５２年経過）

構 造：鉄筋コンクリート造 地上２階

延床面積：３９８㎡（食堂面積含む）

１．事業概要

［参考］現庁舎の概要
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■事業費

全体事業費 ：約１０．７億円（国：約１．８億円、府：約８．９億円）
（内訳）
工事費 ：約１０．０億円
基本計画・基本設計費 ：約 ０．２億円
実施設計費 ：約 ０．５億円
【工事費の内訳】
新築工事費 ：約 ９．７億円
撤去工事費 ：約 ０．３億円

【事業費の積算根拠】
過去の警察署建替の事業費を参考とした概算額

（今後の事業費の変動要因の予測）

過去の警察署建替の事業費を参考とした概算額であり、今後、設計等
を行い、事業費を精査する。

１．事業概要
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■府有建築物耐震化実施方針（平成19年3月策定）［抜粋］

○目的
大阪府は、平成18年12月に｢大阪府住宅･建築物耐震10ヵ年戦略プラン｣（耐震改修促進計

画）を策定し、民間建築物及び公共建築物の耐震化の目標や必要な施策等を明らかにすると
ともに、府有建築物については、耐震化への取組みの基本的な考え方を示した。

本方針は、この基本的考え方を踏まえ、より具体的な目標や耐震化事業の進め方などを示
すもので、今後、この方針に基づき計画的かつ効率的に府有建築物の耐震化に取り組む。
○耐震化対策の対象とする府有建築物
昭和56年以前の旧耐震基準に基づき建設された特定建築物及び特定建築物に準じた建築

物（準特定建築物）の内、現行の耐震基準と同等の耐震性能を有しない建築物
※災害時に重要な機能を果たす建築物（庁舎・警察・病院等）、府立学校、府営住宅、他

○耐震化の進め方・基本的な考え方

長期的な活用を図る建築物については、耐震改修で、老朽化や機能面等から長期的活用
が難しい建築物については、複数施設の合築・集約化の検討を行い、建替え等により耐震化を
推進する。
○耐震化の目標
（１）計画期間 ：平成18年度から平成27年度までの10年間
（２）耐震化率 ：府有建築物全体 90％以上（ただし、警察は100％）
○警察署の耐震化率（平成26年４月１日現在）
７８．５％

２．上位計画等における位置付け
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２．上位計画等における位置付け
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■警察施設の整備について

犯罪発生件数の増加等に伴う、警察官の増員、証拠品の増加及び
車両・装備資機材の増強等の理由により、多くの警察署で著しい狭隘
化が進行している。加えて、老朽化も進行していることから、狭隘化及
び老朽化等を総合的に判断して、計画的に建替え等整備を推進して
いる。



複雑多様化する警察事象に対応するため、警察官の定員も

年々増加されており、それに伴い、警察施設の狭隘化も進んで
いる。

また、阪神大震災の教訓をもとに、平成７年に「建築物の耐震

改修の促進に関する法律」が施行され、その後、更なる大震災
発生の切迫性が指摘される中、平成１８年に同法が改正施行さ
れたことを受け、大阪府では平成１９年３月に「府有建築物耐震
化実施方針」が策定された。同実施方針における耐震化の目標
は平成２７年度までの１０年間に、府有建築物全体の耐震化率
を９０％以上にすることである。ただし、本庁舎のような災害時に
重要な機能を果たす建築物については、１００％となっている。
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２．事業を巡る社会経済情勢等



■事業の投資効果
警察庁舎整備（建替）事業に係る投資効果を分析する手法は確

立されていない。

■事業効果の定性的分析
【効果項目】
・耐震性能の向上による庁舎の安全性能確保
・執務室の狭隘化解消による来庁者の利便性の向上及び職員の勤務環
境の改善
【受益者】
府民
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３．事業の投資効果及び事業効果の定性的分析



■事業効果の一例

• 狭隘のため、廊下に府民応接の机

を設置。

→ 執務室に府民応接用机の設置が
可能となる。

• 狭隘のため、他係との会議、関係者

からの事情聴取を行うスペースがない。

→ 執務室での会議、事情聴取が可能
となる。

• 狭隘のため、廊下に更衣ロッカーを

設置。

→ 更衣室に更衣ロッカーの設置が可能と
なる。

３．事業の投資効果及び事業効果の定性的分析
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平成２６年度 基本計画

平成２７～２８年度 基本設計及び実施設計、撤去工事

平成２８～３０年度 本体工事

平成３０年度 完成
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４．事業段階ごとの進捗予定



■代替手法との比較検討

淀川警察署別館庁舎は平成11年に実施した耐震診断の結果、コン
クリートの強度不足（構造躯体が脆く、補強工事に際しての接合筋
の打ち込みが不可能）とされ、耐震改修が出来ないことから、淀川
警察署の敷地内に第二方面機動警ら隊庁舎と淀川警察署執務室
としての機能を複合した新庁舎を整備することが最も効率的である。

■自然環境等への影響とその対策
【省エネルギー等への配慮】

省エネルギー型機器や断熱性の高い部材の使用、居室採光の十分な確

保等による地球環境保全に努める。
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５．代替手法との比較検討及び
自然環境等への影響とその対策
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６．対応方針（原案）

・事業実施

〈判断の理由〉

昭和44年の本館庁舎建設時から警察署員及び機動警ら
隊員を大幅に増員してきたことにより、庁舎の狭隘化が著し
いことや、別館庁舎がコンクリートの強度不足で耐震改修で
きないことから、新庁舎を整備する必要がある。


